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ファンドの名称】

グローバルＸ 日経平均株主還元40-日本株式 ETF

【届出の対象とした募集内

国投資信託受益証券の金

額】
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Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

2025年11月5日付で提出した有価証券届出書（以下「原有価証券届出書」）の記載事項につき、申

込締切時間に訂正があるため、本訂正届出書を提出致します。

 

 

Ⅱ．【訂正の内容】

 

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部＿は訂正部分を示し、＜更新・訂正後＞の記載事項

は原有価証券届出書の更新後の内容を示します。
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第一部【証券情報】

（４）【発行（売出）価格】

＜訂正前＞

①　当初設定　1口当たり1,000円とします。

②　継続申込期間　100口当たり取得申込受付日の基準価額とします。

（注1）原則として、営業日の午後3時30分までに取得申込みをした場合には、当日を取得申込受付日
として取得申込みを受付けます。なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、お申
込みの販売会社にお問い合わせください。

（注2）基準価額は、販売会社または下記にお問合わせ下さい。

 

Global X Japan株式会社

・お客様窓口：電話番号　03-5656-5274

　受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで

・ホームページアドレス：https://globalxetfs.co.jp/

 

＜訂正後＞

①　当初設定　1口当たり1,000円とします。

②　継続申込期間　100口当たり取得申込受付日の基準価額とします。

（注1）原則として、営業日の午後4時までに取得申込みをした場合には、当日を取得申込受付日とし
て取得申込みを受付けます。なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、お申込み
の販売会社にお問い合わせください。

（注2）基準価額は、販売会社または下記にお問合わせ下さい。

 

Global X Japan株式会社

・お客様窓口：電話番号　03-5656-5274

　受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで

・ホームページアドレス：https://globalxetfs.co.jp/

 

第二部【ファンド情報】

　

第２【管理及び運営】

　

１【申込（販売）手続等】

＜訂正前＞

 

①　受益権の取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、取得の申込みを行なうものとし

ます。

②　受益権の取得申込者は、対象指数を構成する各銘柄の株式の数の構成比率に相当する比率により構

成される各銘柄の株式として委託会社が指定するもの（以下「取得時のバスケット」といいます。）

を単位として、受益権を取得しなければならないものとします。また、当該取得時のバスケットの評

価額（法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたがって時価評価して得た額をいいます。以

下同じ。）をもって、それに相当するものとして委託会社が定める一定口数の受益権を単位として取

得するものとします。受益権の価額は、取得申込受付日の基準価額とします。

③　受益権の取得申込者が、委託会社が別に定める時限（営業日の午後3時30分）までに取得申込みを

した場合には、当日を取得申込受付日として委託会社は当該取得申込みを受付けます。

④　取得申込受付日に対応する取得時のバスケットを構成する各株式の銘柄名とその数量は、委託会社

が取得申込受付日以前の別に定める期日に別に定める方法により提示するものとします。

⑤　前②の規定にかかわらず、受益権の取得申込者は、取得時のバスケットの評価額が取得する一定口

数の受益権の評価額に満たない場合には、その差額に相当する部分を金銭をもって支払うものとしま

す。
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⑥　前②の規定にかかわらず、取得時のバスケットに受益権の取得申込者が発行した株式またはその親

会社（会社法第2条第1項第4号に規定する親会社をいいます。以下同じ。）が発行した株式（以下本

⑥において「自社株式等」といいます。）が含まれる場合には、当該取得申込者は当該自社株式等に

代えて当該自社株式等に相当する金額（評価額により算出したものに限ります。）に、当該自社株式

等を信託財産において取得するため必要な経費に相当するものとして当該金額に別に定める率を乗じ

て得た額を加算して得た金額の金銭をもって取得することができるものとします。

⑦　前⑥に該当する場合には、受益権の取得申込者は、販売会社を通じてその旨を委託会社に通知する

ものとします。この通知が取得申込みの際に行なわれなかった場合において、そのことによって当該

取得申込者または信託財産その他に損害が生じた場合には、当該取得申込者がすべての責を負うもの

とします。

⑧　前②の規定にかかわらず、取得時のバスケットに、その配当落ちまたは権利落ち後、当該配当を受

けまたは当該権利を取得することができる者が確定する日またはその前営業日に取得の申込みに応じ

て受益権の受渡しが行なわれることとなる株式（以下本⑧において「配当落ち株式等」といいま

す。）が含まれる場合には、当該取得申込者は当該配当落ち株式等に代えて当該配当落ち株式等に相

当する金額（評価額により算出したものに限ります。）に、当該配当落ち株式等を信託財産において

取得するため必要な経費に相当するものとして当該金額に別に定める率を乗じて得た額を加算して得

た金額の金銭をもって取得することができるものとします。

⑨　販売会社は、取得申込みにかかる取得時のバスケットの各銘柄の株式を、取得申込みにかかる信託

が設定される日までに、別に定める契約に基づき委託会社に代わって受託会社に引渡すものとしま

す。

⑩　販売会社は、受益権の取得申込者が引渡すべき取得時のバスケットの各銘柄の一部の引渡日を別に

定める方法に基づいて指定する場合には、担保金を差入れるものとします。なお、担保金に付利は行

なわないものとします。担保金が差入れられた場合には、委託会社は信託財産への担保金の受入れの

指図を行なうものとします。

⑪　取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために開設された当ファ

ンドの受益権の振替を行なうための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者に

かかる口数の増加の記載または記録が行なわれます。なお、販売会社は、前⑨に定める株式（前⑤、

前⑥および前⑧に該当する場合の金銭を含みます。）または前⑩に定める担保金の引渡しと引換え

に、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録を行なうことができます。ま

た、別に定める金融商品取引清算機関（金融商品取引法第2条第29項に規定する金融商品取引清算機

関とし、以下「清算機関」といいます。）の業務方法書（以下「業務方法書」といいます。）に定め

るところにより、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込みの受付けによって生じる株式お

よび金銭の委託会社への受渡しまたは支払いの債務の負担を清算機関に申込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機関の名義の口座に口数の増加の記載または記録

が行なわれ、取得申込者が自己のために開設された当ファンドの受益権の振替を行なうための振替機

関等の口座における口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売会社（販売会社による清算

機関への債務の負担の申込みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取引法第2条第27項に

定める有価証券等清算取次ぎが行なわれる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行なう金融商品取

引業者または登録金融機関を含みます。）との間で振替機関等を介して行なわれます。別に定める金

融商品取引清算機関は、株式会社日本証券クリアリング機構とします。

⑫　委託会社は、原則として、次の1.から4.までに該当する場合は、受益権の取得申込みの受付けを停

止します。なお、次の1.から3.までに該当する場合であっても、委託会社の判断により、受益権の取

得申込みを受付けることがあります。

 1. 対象指数構成銘柄の配当落日および権利落日

 2. 対象指数構成銘柄の変更および増減資等に伴う株数または口数の変更日の2営業日前から起算し

て6営業日以内

 3．計算期間終了日の4営業日前から起算して4営業日以内（ただし、計算期間終了日が休業日の場合

は、当該計算期間終了日の5営業日前から起算して5営業日以内）

 4．前1.から前3.までのほか、委託会社が、運用の基本方針に沿った運用に支障を来すおそれのある

やむを得ない事情が生じたものと認めたとき

⑬　販売会社は、当該販売会社が定める手数料ならびに当該手数料にかかる消費税等に相当する金額

を、受益権の取得申込者から徴収することができるものとします。当該手数料は、販売会社ならびに

受託会社が収受するものとします。
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⑭　委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときおよび委託会

社が必要と認めるときは、取得申込みの受付けの中止、取得申込みの受付けの取消しまたはその両方

を行なうことができます。

⑮　委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載

または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行なうものとします。振替機関等

は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿

への新たな記載または記録を行ないます。

⑯　受託会社は、信託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時に、追加信託により生じた

受益権については追加信託のつど、前⑨に定める株式（前⑤、前⑥および前⑧に該当する場合の金銭

を含みます。）または前⑩に定める担保金について、受入れまたは振替済みの通知を受けた場合、振

替機関に対し当該受益権にかかる信託が行なわれた旨を通知するものとします。ただし、業務方法書

に定めるところにより、当該株式および金銭の委託会社への受渡しまたは支払いの債務を清算機関が

負担する場合には、受託会社は、委託会社の指図に基づき、当該株式および金銭についての受入れま

たは振替済みの通知にかかわらず、振替機関に対し当該受益権にかかる信託が行なわれた旨を通知す

るものとします。

 

＜訂正後＞

 

①　受益権の取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、取得の申込みを行なうものとし

ます。

②　受益権の取得申込者は、対象指数を構成する各銘柄の株式の数の構成比率に相当する比率により構

成される各銘柄の株式として委託会社が指定するもの（以下「取得時のバスケット」といいます。）

を単位として、受益権を取得しなければならないものとします。また、当該取得時のバスケットの評

価額（法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたがって時価評価して得た額をいいます。以

下同じ。）をもって、それに相当するものとして委託会社が定める一定口数の受益権を単位として取

得するものとします。受益権の価額は、取得申込受付日の基準価額とします。

③　受益権の取得申込者が、委託会社が別に定める時限（営業日の午後4時）までに取得申込みをした

場合には、当日を取得申込受付日として委託会社は当該取得申込みを受付けます。

④　取得申込受付日に対応する取得時のバスケットを構成する各株式の銘柄名とその数量は、委託会社

が取得申込受付日以前の別に定める期日に別に定める方法により提示するものとします。

⑤　前②の規定にかかわらず、受益権の取得申込者は、取得時のバスケットの評価額が取得する一定口

数の受益権の評価額に満たない場合には、その差額に相当する部分を金銭をもって支払うものとしま

す。

⑥　前②の規定にかかわらず、取得時のバスケットに受益権の取得申込者が発行した株式またはその親

会社（会社法第2条第1項第4号に規定する親会社をいいます。以下同じ。）が発行した株式（以下本

⑥において「自社株式等」といいます。）が含まれる場合には、当該取得申込者は当該自社株式等に

代えて当該自社株式等に相当する金額（評価額により算出したものに限ります。）に、当該自社株式

等を信託財産において取得するため必要な経費に相当するものとして当該金額に別に定める率を乗じ

て得た額を加算して得た金額の金銭をもって取得することができるものとします。

⑦　前⑥に該当する場合には、受益権の取得申込者は、販売会社を通じてその旨を委託会社に通知する

ものとします。この通知が取得申込みの際に行なわれなかった場合において、そのことによって当該

取得申込者または信託財産その他に損害が生じた場合には、当該取得申込者がすべての責を負うもの

とします。

⑧　前②の規定にかかわらず、取得時のバスケットに、その配当落ちまたは権利落ち後、当該配当を受

けまたは当該権利を取得することができる者が確定する日またはその前営業日に取得の申込みに応じ

て受益権の受渡しが行なわれることとなる株式（以下本⑧において「配当落ち株式等」といいま

す。）が含まれる場合には、当該取得申込者は当該配当落ち株式等に代えて当該配当落ち株式等に相

当する金額（評価額により算出したものに限ります。）に、当該配当落ち株式等を信託財産において

取得するため必要な経費に相当するものとして当該金額に別に定める率を乗じて得た額を加算して得

た金額の金銭をもって取得することができるものとします。

⑨　販売会社は、取得申込みにかかる取得時のバスケットの各銘柄の株式を、取得申込みにかかる信託

が設定される日までに、別に定める契約に基づき委託会社に代わって受託会社に引渡すものとしま

す。
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⑩　販売会社は、受益権の取得申込者が引渡すべき取得時のバスケットの各銘柄の一部の引渡日を別に

定める方法に基づいて指定する場合には、担保金を差入れるものとします。なお、担保金に付利は行

なわないものとします。担保金が差入れられた場合には、委託会社は信託財産への担保金の受入れの

指図を行なうものとします。

⑪　取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために開設された当ファ

ンドの受益権の振替を行なうための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者に

かかる口数の増加の記載または記録が行なわれます。なお、販売会社は、前⑨に定める株式（前⑤、

前⑥および前⑧に該当する場合の金銭を含みます。）または前⑩に定める担保金の引渡しと引換え

に、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録を行なうことができます。ま

た、別に定める金融商品取引清算機関（金融商品取引法第2条第29項に規定する金融商品取引清算機

関とし、以下「清算機関」といいます。）の業務方法書（以下「業務方法書」といいます。）に定め

るところにより、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込みの受付けによって生じる株式お

よび金銭の委託会社への受渡しまたは支払いの債務の負担を清算機関に申込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機関の名義の口座に口数の増加の記載または記録

が行なわれ、取得申込者が自己のために開設された当ファンドの受益権の振替を行なうための振替機

関等の口座における口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売会社（販売会社による清算

機関への債務の負担の申込みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取引法第2条第27項に

定める有価証券等清算取次ぎが行なわれる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行なう金融商品取

引業者または登録金融機関を含みます。）との間で振替機関等を介して行なわれます。別に定める金

融商品取引清算機関は、株式会社日本証券クリアリング機構とします。

⑫　委託会社は、原則として、次の1.から4.までに該当する場合は、受益権の取得申込みの受付けを停

止します。なお、次の1.から3.までに該当する場合であっても、委託会社の判断により、受益権の取

得申込みを受付けることがあります。

 1. 対象指数構成銘柄の配当落日および権利落日

 2. 対象指数構成銘柄の変更および増減資等に伴う株数または口数の変更日の2営業日前から起算し

て6営業日以内

 3．計算期間終了日の4営業日前から起算して4営業日以内（ただし、計算期間終了日が休業日の場合

は、当該計算期間終了日の5営業日前から起算して5営業日以内）

 4．前1.から前3.までのほか、委託会社が、運用の基本方針に沿った運用に支障を来すおそれのある

やむを得ない事情が生じたものと認めたとき

⑬　販売会社は、当該販売会社が定める手数料ならびに当該手数料にかかる消費税等に相当する金額

を、受益権の取得申込者から徴収することができるものとします。当該手数料は、販売会社ならびに

受託会社が収受するものとします。

⑭　委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときおよび委託会

社が必要と認めるときは、取得申込みの受付けの中止、取得申込みの受付けの取消しまたはその両方

を行なうことができます。

⑮　委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載

または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行なうものとします。振替機関等

は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿

への新たな記載または記録を行ないます。

⑯　受託会社は、信託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時に、追加信託により生じた

受益権については追加信託のつど、前⑨に定める株式（前⑤、前⑥および前⑧に該当する場合の金銭

を含みます。）または前⑩に定める担保金について、受入れまたは振替済みの通知を受けた場合、振

替機関に対し当該受益権にかかる信託が行なわれた旨を通知するものとします。ただし、業務方法書

に定めるところにより、当該株式および金銭の委託会社への受渡しまたは支払いの債務を清算機関が

負担する場合には、受託会社は、委託会社の指図に基づき、当該株式および金銭についての受入れま

たは振替済みの通知にかかわらず、振替機関に対し当該受益権にかかる信託が行なわれた旨を通知す

るものとします。
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２【換金（解約）手続等】

＜訂正前＞

 

＜解約＞

　受益者は、自己に帰属する受益権（受託会社が「３ 資産管理等の概要(5)②」に規定する重大な信託

約款の変更等に反対した受益者からの「３ 資産管理等の概要(5)③」の規定による請求により買取った

受益権を除きます。）につき、信託期間中において、当ファンドの一部解約請求をすることはできませ

ん。

＜交換＞

①　受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託会社に対し、当該受益権と当該受益権の信託財産に

対する持分に相当する株式との交換（以下「交換」といいます。）を請求することができます。

②　受益者が交換請求をするときは、販売会社に対し、委託会社が定める一定口数の整数倍の振替受益

権をもって行なうものとします。

③　交換を請求しようとする受益者が、委託会社が別に定める時限（営業日の午後3時30分）までに交

換請求をした場合には、当日を交換請求受付日として委託会社は当該交換請求を受付けます。

④　委託会社は、交換に際し、信託財産に属する株式の評価額をもって、それに相当する口数の受益権

と交換するものとします。交換に際し、受益権の価額は、交換請求受付日の基準価額とします。

⑤　前①の規定にかかわらず、委託会社は、原則として、次の1.から3.までに該当する場合は、受益権

の交換請求の受付けを停止します。なお、次の1.または2.に該当する場合であっても、委託会社の判

断により、受益権の交換請求を受付けることがあります。

 1.対象指数構成銘柄の変更および増減資等に伴う株数または口数の変更日の2営業日前から起算して

6営業日以内

 2．計算期間終了日の4営業日前から起算して4営業日以内（ただし、計算期間終了日が休業日の場合

は、当該計算期間終了日の5営業日前から起算して5営業日以内）

 3．前1.および前2.のほか、委託会社が、運用の基本方針に沿った運用に支障を来すおそれのあるや

むを得ない事情が生じたものと認めたとき

⑥　販売会社は、振替機関の定める方法により、振替受益権の抹消にかかる手続きを行なうものとしま

す。なお、業務方法書に定めるところにより、当該販売会社が、振替受益権の委託会社への受渡しの

債務の負担を清算機関に申込み、これを当該清算機関が負担する場合には、当該清算機関が振替受益

権の抹消にかかる手続きを行ないます。当該抹消にかかる手続きおよび後⑮に掲げる交換株式にかか

る振替請求が行なわれた後に、振替機関は、後⑪または後⑫に定める当該交換にかかる受益権の口数

と同口数の振替受益権を抹消するものとし、社振法の規定にしたがい振替機関等の口座に前①の交換

の請求を行なった受益者にかかる当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。

⑦　受託会社は、後⑪または後⑫の委託会社の交換の指図に基づいて、交換にかかる振替受益権につい

ては、振替口座簿における抹消の手続きおよび後⑯に定める抹消の確認をもって、当該振替受益権を

受入れ、抹消したものとして取扱います。

⑧　販売会社は、当該販売会社が定める手数料および当該手数料にかかる消費税等に相当する金額を交

換請求者から徴収することができるものとします。当該手数料は、販売会社ならびに受託会社が収受

するものとします。

⑨　委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときおよび委託会

社が必要と認めるときは、交換請求の受付けの中止、交換請求の受付けの取消しまたはその両方を行

なうことができます。

⑩　前⑨の規定により交換請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行なった

当日の交換請求を撤回することができます。ただし、受益者がその交換請求を撤回しない場合には、

当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に交換請求を受付けたものとして計算されるも

のとします。

⑪　委託会社は、交換の請求を受付けた場合には、当該請求にかかる受益権と、当該受益権の信託財産

に対する持分に相当する株式として委託会社が指定するものとの交換を行なうよう受託会社に指図し

ます。

⑫　前⑪の規定にかかわらず、委託会社が指定する株式に当該請求を行なった受益者が発行した株式ま

たはその親会社が発行した株式（以下本⑫において「自社株式等」といいます。）が含まれる場合に

は、原則として、委託会社は、前⑪の請求にかかる受益権の口数から当該自社株式等に相当する金額

（評価額により算出したものから、当該株式売却および当該売却代金により信託財産中の株式の銘柄
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およびその数量を変更するための取引にかかる経費に相当する金額として、当該評価額に別に定める

率を乗じて得た額を減じた金額とします。）に相当する口数を除いた口数の受益権と、当該受益権の

持分に相当する株式（当該自社株式等を除きます。）を交換するよう受託会社に指図するものとしま

す。

⑬　前⑫に該当する場合には、交換請求を行なう受益者は、販売会社を通じてその旨を委託会社に通知

するものとします。この通知が交換請求の際に行なわれなかった場合において、そのことによって交

換請求者または信託財産その他に損害が生じた場合には、交換請求者がすべての責を負うものとしま

す。

⑭　前⑪の規定にかかわらず、前⑪の委託会社が指定する株式に、その配当落ちまたは権利落ち後、当

該配当を受けまたは当該権利を取得することができる者が確定する日に交換の申込みに応じて受益権

の受渡しが行なわれることとなる株式（以下本⑭において「配当落ち株式等」といいます。）が含ま

れる場合には、委託会社は、当該配当落ち株式等に代えて当該配当落ち株式等の評価額（当該評価額

から、当該株式売却および当該売却代金により信託財産中の株式の銘柄およびその数量を変更するた

めの取引にかかる経費に相当する金額として、当該評価額に別に定める率を乗じて得た額を減じた額

とします。）に相当する金銭の交付をもって交換するよう受託会社に指図することができるものとし

ます。

⑮　受託会社は、前⑥に掲げる手続きが行なわれたことを確認したときには、委託会社の指図にしたが

い、振替機関の定める方法により信託財産に属する交換株式にかかる振替請求および金銭の交付を行

なうものとします。ただし、業務方法書の定めるところにより、前②に掲げる交換の請求を受付けた

販売会社が、振替受益権の委託会社への受渡しの債務の負担を当該清算機関に申込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託会社は、前⑥に掲げる手続きにかかわらず、委託会社の指図にした

がい、振替機関の定める方法により信託財産に属する交換株式にかかる振替請求および金銭の交付を

行なうものとします。別に定める期日から、受益者への交換株式の交付に際しては振替機関等の口座

に前①の交換の請求を行なった受益者にかかる株数の増加の記載または記録が行なわれ、受益者への

金銭の交付については販売会社において行なわれます。

⑯　委託会社は、交換請求受付日の翌営業日以降、交換によって抹消されることとなる振替受益権と同

口数の受益権を失効したものとして取扱うこととし、受託会社は、当該受益権にかかる振替受益権が

交換株式の振替日に抹消済みであることを確認するものとします。

 

＜買取り＞

①　販売会社は、次に該当する場合で、受益者の請求があるときは、その受益権を買取ります。ただ

し、2.の場合の請求は、信託終了日の2営業日前までとします。

 1. 取引所売買単位未満の振替受益権が交換により生じた場合

 2. 受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止になった場合

②　前①の買取価額は、買取請求受付日の基準価額から、販売会社が定める手数料および当該手数料に

対する消費税等に相当する金額を控除した価額とすることができます。

③　販売会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託会社

との協議に基づいて受益権の買取りを停止することができます。

④　前③の規定により受益権の買取りが停止された場合には、受益者は買取停止以前に行なった当日の

買取請求を撤回することができます。ただし、受益者がその買取請求を撤回しない場合には、当該受

益権の買取価額は、買取停止を解除した後の最初の基準価額の計算日に買取請求を受付けたものとし

て、前②の規定に準じて計算されたものとします。

 

＜訂正後＞

 

＜解約＞

　受益者は、自己に帰属する受益権（受託会社が「３ 資産管理等の概要(5)②」に規定する重大な信託

約款の変更等に反対した受益者からの「３ 資産管理等の概要(5)③」の規定による請求により買取った

受益権を除きます。）につき、信託期間中において、当ファンドの一部解約請求をすることはできませ

ん。

＜交換＞

①　受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託会社に対し、当該受益権と当該受益権の信託財産に

対する持分に相当する株式との交換（以下「交換」といいます。）を請求することができます。
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②　受益者が交換請求をするときは、販売会社に対し、委託会社が定める一定口数の整数倍の振替受益

権をもって行なうものとします。

③　交換を請求しようとする受益者が、委託会社が別に定める時限（営業日の午後4時）までに交換請

求をした場合には、当日を交換請求受付日として委託会社は当該交換請求を受付けます。

④　委託会社は、交換に際し、信託財産に属する株式の評価額をもって、それに相当する口数の受益権

と交換するものとします。交換に際し、受益権の価額は、交換請求受付日の基準価額とします。

⑤　前①の規定にかかわらず、委託会社は、原則として、次の1.から3.までに該当する場合は、受益権

の交換請求の受付けを停止します。なお、次の1.または2.に該当する場合であっても、委託会社の判

断により、受益権の交換請求を受付けることがあります。

 1.対象指数構成銘柄の変更および増減資等に伴う株数または口数の変更日の2営業日前から起算して

6営業日以内

 2．計算期間終了日の4営業日前から起算して4営業日以内（ただし、計算期間終了日が休業日の場合

は、当該計算期間終了日の5営業日前から起算して5営業日以内）

 3．前1.および前2.のほか、委託会社が、運用の基本方針に沿った運用に支障を来すおそれのあるや

むを得ない事情が生じたものと認めたとき

⑥　販売会社は、振替機関の定める方法により、振替受益権の抹消にかかる手続きを行なうものとしま

す。なお、業務方法書に定めるところにより、当該販売会社が、振替受益権の委託会社への受渡しの

債務の負担を清算機関に申込み、これを当該清算機関が負担する場合には、当該清算機関が振替受益

権の抹消にかかる手続きを行ないます。当該抹消にかかる手続きおよび後⑮に掲げる交換株式にかか

る振替請求が行なわれた後に、振替機関は、後⑪または後⑫に定める当該交換にかかる受益権の口数

と同口数の振替受益権を抹消するものとし、社振法の規定にしたがい振替機関等の口座に前①の交換

の請求を行なった受益者にかかる当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。

⑦　受託会社は、後⑪または後⑫の委託会社の交換の指図に基づいて、交換にかかる振替受益権につい

ては、振替口座簿における抹消の手続きおよび後⑯に定める抹消の確認をもって、当該振替受益権を

受入れ、抹消したものとして取扱います。

⑧　販売会社は、当該販売会社が定める手数料および当該手数料にかかる消費税等に相当する金額を交

換請求者から徴収することができるものとします。当該手数料は、販売会社ならびに受託会社が収受

するものとします。

⑨　委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときおよび委託会

社が必要と認めるときは、交換請求の受付けの中止、交換請求の受付けの取消しまたはその両方を行

なうことができます。

⑩　前⑨の規定により交換請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行なった

当日の交換請求を撤回することができます。ただし、受益者がその交換請求を撤回しない場合には、

当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に交換請求を受付けたものとして計算されるも

のとします。

⑪　委託会社は、交換の請求を受付けた場合には、当該請求にかかる受益権と、当該受益権の信託財産

に対する持分に相当する株式として委託会社が指定するものとの交換を行なうよう受託会社に指図し

ます。

⑫　前⑪の規定にかかわらず、委託会社が指定する株式に当該請求を行なった受益者が発行した株式ま

たはその親会社が発行した株式（以下本⑫において「自社株式等」といいます。）が含まれる場合に

は、原則として、委託会社は、前⑪の請求にかかる受益権の口数から当該自社株式等に相当する金額

（評価額により算出したものから、当該株式売却および当該売却代金により信託財産中の株式の銘柄

およびその数量を変更するための取引にかかる経費に相当する金額として、当該評価額に別に定める

率を乗じて得た額を減じた金額とします。）に相当する口数を除いた口数の受益権と、当該受益権の

持分に相当する株式（当該自社株式等を除きます。）を交換するよう受託会社に指図するものとしま

す。

⑬　前⑫に該当する場合には、交換請求を行なう受益者は、販売会社を通じてその旨を委託会社に通知

するものとします。この通知が交換請求の際に行なわれなかった場合において、そのことによって交

換請求者または信託財産その他に損害が生じた場合には、交換請求者がすべての責を負うものとしま

す。

⑭　前⑪の規定にかかわらず、前⑪の委託会社が指定する株式に、その配当落ちまたは権利落ち後、当

該配当を受けまたは当該権利を取得することができる者が確定する日に交換の申込みに応じて受益権

の受渡しが行なわれることとなる株式（以下本⑭において「配当落ち株式等」といいます。）が含ま
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れる場合には、委託会社は、当該配当落ち株式等に代えて当該配当落ち株式等の評価額（当該評価額

から、当該株式売却および当該売却代金により信託財産中の株式の銘柄およびその数量を変更するた

めの取引にかかる経費に相当する金額として、当該評価額に別に定める率を乗じて得た額を減じた額

とします。）に相当する金銭の交付をもって交換するよう受託会社に指図することができるものとし

ます。

⑮　受託会社は、前⑥に掲げる手続きが行なわれたことを確認したときには、委託会社の指図にしたが

い、振替機関の定める方法により信託財産に属する交換株式にかかる振替請求および金銭の交付を行

なうものとします。ただし、業務方法書の定めるところにより、前②に掲げる交換の請求を受付けた

販売会社が、振替受益権の委託会社への受渡しの債務の負担を当該清算機関に申込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託会社は、前⑥に掲げる手続きにかかわらず、委託会社の指図にした

がい、振替機関の定める方法により信託財産に属する交換株式にかかる振替請求および金銭の交付を

行なうものとします。別に定める期日から、受益者への交換株式の交付に際しては振替機関等の口座

に前①の交換の請求を行なった受益者にかかる株数の増加の記載または記録が行なわれ、受益者への

金銭の交付については販売会社において行なわれます。

⑯　委託会社は、交換請求受付日の翌営業日以降、交換によって抹消されることとなる振替受益権と同

口数の受益権を失効したものとして取扱うこととし、受託会社は、当該受益権にかかる振替受益権が

交換株式の振替日に抹消済みであることを確認するものとします。

 

＜買取り＞

①　販売会社は、次に該当する場合で、受益者の請求があるときは、その受益権を買取ります。ただ

し、2.の場合の請求は、信託終了日の2営業日前までとします。

 1. 取引所売買単位未満の振替受益権が交換により生じた場合

 2. 受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止になった場合

②　前①の買取価額は、買取請求受付日の基準価額から、販売会社が定める手数料および当該手数料に

対する消費税等に相当する金額を控除した価額とすることができます。

③　販売会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託会社

との協議に基づいて受益権の買取りを停止することができます。

④　前③の規定により受益権の買取りが停止された場合には、受益者は買取停止以前に行なった当日の

買取請求を撤回することができます。ただし、受益者がその買取請求を撤回しない場合には、当該受

益権の買取価額は、買取停止を解除した後の最初の基準価額の計算日に買取請求を受付けたものとし

て、前②の規定に準じて計算されたものとします。
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